
電
気
代
が
上
が
り
、

経
済
に
悪
影
響
が

あ
り
ま
せ
ん
か
？

「
原
発
を
ゼ
ロ
に
す
る
と
化
石
燃
料
の

使
用
が
増
え
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
も

高
コ
ス
ト
な
の
で
電
気
代
が
高
騰
す
る
」

と
政
府
と
電
力
業
界
は
主
張
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
政
府
の
試
算
は
、
原
発
の

建
設
費
や
老
朽
化
に
伴
う
修
繕
費
な
ど
の

運
転
管
理
費
、
安
全
対
策
、
事
故
被
害
の

賠
償
、
廃
炉
や
核
廃
棄
物
処
分
や
保
管
等

に
お
け
る
コ
ス
ト
の
上
昇
を
無
視
し
て
い

ま
す
。
原
発
こ
そ
高
コ
ス
ト
で
す
。

政
府
の
国
家
戦
略
室
の
資
料
「
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
環
境
に
関
す
る
選
択
肢
」
に
よ
れ

ば
、
２
０
３
０
年
に
は
原
発
ゼ
ロ
で
も
25

％
で
も
、
電
気
代
や
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ

Ｐ
）
に
は
ほ
と
ん
ど
差
が
あ
り
ま
せ
ん
。

さ
ら
に
、
地
域
独
占
型
の
非
効
率
な
電
力

シ
ス
テ
ム
を
改
革
す
れ
ば
、
発
電
コ
ス
ト

は
さ
ら
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
投
資
は
、

年
間
21
兆
円
（
２
０
１
１
年
）
も
の
石
油

な
ど
の
燃
料
購
入
コ
ス
ト
を
削
減
で
き
る

だ
け
で
な
く
、
経
済
の
安
定
し
た
好
循
環

に
つ
な
が
り
ま
す
。

新
し
い
原
子
力
規
制

組
織
が
出
来
た
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
か
？

原
子
力
規
制
委
員
会
の
人
事
は「
違
法
」

（
欠
格
要
件
に
該
当
）
と
も
指
摘
さ
れ
、
国

会
同
意
の
引
き
延
ば
し
も
図
ら
れ
て
い
ま

す
。
事
務
方
の
原
子
力
規
制
庁
も
、
東
電

福
島
原
発
事
故
に
責
任
の
あ
る
旧
保
安
院

の
幹
部
、
職
員
が
横
す
べ
り
し
て
い
ま
す
。

現
在
、
原
子
力
事
業
者
か
ら
献
金
を
受
け

「
利
益
相
反
」
と
指
摘
さ
れ
る
専
門
家
た
ち

が
、
再
稼
働
の
前
提
と
な
る
新
た
な
安
全

基
準
づ
く
り
な
ど
を
急
ピ
ッ
チ
で
進
め
て
い

ま
す
。
さ
ら
に
、
大
飯
原
発
の
敷
地
内
に

活
断
層
が
存
在
す
る
こ
と
が
否
定
で
き
な

い
に
も
関
わ
ら
ず
、
運
転
を
続
け
た
ま
ま
で

調
査
を
引
き
延
ば
し
て
い
ま
す
。
福
島
事

故
の
原
点
に
立
ち
返
り
、
人
事
の
見
直
し

と
組
織
の
抜
本
的
な
刷
新
が
不
可
欠
で
す
。

原
発
の
ゴ
ミ
の
処
分
は
ど
う
す
る
の
で
す
か
？

全
国
の
原
発
の
約
6
割
で
、
使
用
済
み
核
燃
料
プ
ー
ル
が
あ
と
数
年
で
満
杯
に
な
り
、
運
転

で
き
な
く
な
り
ま
す
。
再
処
理
を
続
け
て
行
き
場
の
な
い
大
量
の
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
を
作
り
続
け

る
こ
と
は
、
問
題
を
深
刻
化
さ
せ
る
無
責
任
な
政
策
で
す
。

使
用
済
み
核
燃
料
の
六
ヶ
所
再
処
理
施
設
へ
の
持
ち
込
み
を
中
止
し
、
事
実
上
破
綻
し
て
い

る
再
処
理
工
場
の
廃
止
を
決
断
す
べ
き
で
す
。
そ
の
う
え
で
、
原
発
の
ゴ
ミ
を
ど
う
保
管
し
処

分
す
る
か
に
つ
い
て
、
慎
重
か
つ
開
か
れ
た
議
論
が
必
要
で
す
。
最
終
的
な
直
接
処
分
を
前
提

と
し
た
乾
式
中
間
貯
蔵
の
あ
り
方
を
探
る
熟
議
を
行
う
べ
き
で
す
。

雇
用
に
は

ど
ん
な
影
響
が

あ
り
ま
す
か
？

 

日
本
の
原
発
関
連
の
雇
用
は
６
〜
７
万

人
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
自
動
車
関
連
産

業
の
５
４
０
万
人
と
比
較
し
て
も
わ
ず
か

で
す
。
ド
イ
ツ
で
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
産
業
で
38
万
人
も
雇
用
を
増
や
し
ま
し

た
。
日
本
で
も
そ
れ
以
上
の
雇
用
増
は
可

能
で
す
。

原
発
立
地
自
治
体
の
雇
用
に
つ
い
て

は
、
当
面
は
廃
炉
事
業
（
作
業
者
の
安
全

の
徹
底
が
前
提
）
に
よ
る
雇
用
確
保
が
検

討
さ
れ
る
べ
き
で
す
。
長
期
的
に
は
地
域

分
散
型
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ

り
、
立
地
自
治
体
の
持
続
可
能
な
経
済
へ

の
転
換
は
可
能
で
す
。
す
で
に
ド
イ
ツ
で

は
そ
の
事
例
が
あ
り
ま
す
。

原
発
ゼ
ロ
で
も
ダ
イ
ジ
ョ
ウ
ブ
！

省エネ＆再生可能エネルギーの促進でＧＯ！

2012 年 5 月 5 日、すべての原発が止まり、原発ゼロとなりました。
しかし、野田首相（当時）は 6 月、「今原発を止めてしまっては日本の社会は立ち行かない」として、電力不足を理由に大飯原発の再稼働を強行しました。
ところが、関西電力管内では、8 月 3 日のピーク需要時さえ、原発なしの供給力でカバーできたことが明らかになりました。2010 年比で節電率は 13％（409 万キロワット）、大飯原発 2 基分 236 万キロワットをはるかに上回ります。3・11 以降、人々が暮らしそのものを変えていくなかで節電を実現し、脱原発の条件を拡大しているのです。
一方で、原子力規制委員会が敦賀原発、大飯原発などで実施した断層調査では、活断層の存在が次々と明らかになり、地震列島に本来原発を建てる場所などなかったことが改めて実証されつつあります。
総選挙を受けて「原発ゼロ」に消極的な安倍政権が発足しましたが、自民党ですら「独立した規制委員会による専門的判断をいかなる事情よりも優先します」と表明しています。原子力規制委員会は、予防原則にのっとり、原発の再稼働を認めるべきではありません。
日本列島は、すでに原発ゼロで動くことが可能です。私たちは、この現実からスタートしましょう。いますぐ廃炉こそ、私たちがとるべき道です。

緑の党は、脱原発と脱化石燃料を同時に推進します。さらなる省エネ（節電・エネルギー効率化）と再生可能エネルギーの促進によって、持続可能なエネルギー社会に向けて、いまこそ、大きく舵を切りましょう。

原発原発ゼロゼロはは 可能だ！可能だ！いますぐいますぐ

山本太郎さん

即時廃炉に決まっている
じゃないですか、原発な
んて。
それ以外に選択肢なんて
あるわけないんですよ。
（緑の党キックオフ！イベントで）

原
発
事
故
は
自
民
の
責
任
。

原
発
ゼ
ロ
で
責
任
を
と
れ
！

緑の党を国会へ！

 2013年 7月
参議院選挙挑戦！
カンパ・賛同人大募集！
くわしくはＨＰをご覧ください。

緑の党だからできること 希望の福島へ ４つの緊急提言
1. 	国会で原発即時ゼロを実現するための法制

定に取り組みます。
2. 	高レベル放射性廃棄物の安全な最終処分に

ついて、グローバルグリーンズ＊を活かした
国際的な議論の枠組みを作ります。

3. 	韓国、台湾、モンゴルなどの緑の党と連携
して、東アジアの脱原発を促進します。

＊約90の国や地域の緑の党・運動が参加する世界的なネットワーク

1.	 責任を取る社会・政治へ 
　	原発事故でかけがえのない故郷を根こそぎ奪われた福島県民の心
痛を知ること

2. 	原発ゼロへ即時廃炉を
	 フクシマの悲劇を二度と繰り返さないために
3. 	地域分散ネットワーク型エネルギーへ
	 再生可能エネルギーの促進と省エネでエネルギー大量消費社会を
見直す

4. 	「避難の権利」と「留まる権利」の保障を
	 「原発事故被災者支援法」による具体的施策を早急に実施すること

http://greens.gr.jp/seimei/839/

〒166-0003 杉並区高円寺南4-7-1 藤和シティコープ春木屋ビル202
TEL 03-6454-6068 FAX 03-3318-6063 E-Mail greens@greens.gr.jp

カンパ・会員募集中 2013 年参議院選挙挑戦！

http://greens.gr.jp



◉
「
節
電
所
」（
ネ
ガ
ワ
ッ
ト
）
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需

要
に
対
し
て
供
給
源
を
拡
大
す
る
の
で
は
な
く
、
需

要
を
無
理
な
く
抑
え
る
た
め
の
政
策
・
技
術
・
市
場

メ
カ
ニ
ズ
ム
も
含
め
た
新
し
い
概
念
で
す
。

◉
例
え
ば
、
日
本
中
の
白
熱
灯
や
蛍
光
灯
を
Ｌ
Ｅ
Ｄ
に

換
え
る
と
、
原
発
13
基
分
の
節
約
と
な
る
試
算
（
日

本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所
）
も
あ
り
ま
す
。
つ
ま

り
、
そ
れ
だ
け
の
「
節
電
所
」
を
「
建
設
」
す
る
こ

と
に
な
る
と
も
言
え
ま
す
。

◉
さ
ら
に
、
実
効
性
の
あ
る
時
間
帯
別
料
金
制
度
（
ピ

ー
ク
時
の
電
力
需
要
の
抑
制
）
や
需
給
調
整
契
約

（
電
力
逼
迫
時
に
工
場
な
ど
へ
の
供
給
を
削
減
）
な

ど
は
、
電
力
需
給
の
柔
軟
な
調
整
に
よ
っ
て
エ
ネ
ル

ギ
ー
「
資
源
」
を
生
み
出
す
電
力
料
金
体
系
と
言
え

ま
す
。

◉
ア
メ
リ
カ
で
は
こ
れ
ら
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
っ
て
、

原
発
50
基
分
も
の
節
電
が
実
現
し
て
い
ま
す
。（
米

国
連
邦
エ
ネ
ル
ギ
ー
規
制
委
員
会
（
Ｆ
Ｅ
Ｒ
Ｃ
）
資

料
）。

◉
発
電
所
は
建
設
や
維
持
に
時
間
や
費
用
が
か
さ
み
、

環
境
破
壊
や
大
事
故
の
危
険
も
あ
り
ま
す
。
一
方
、

「
節
電
所
」
は
燃
料
の
必
要
性
や
環
境
破
壊
も
あ
り

ま
せ
ん
。

◉
脱
原
発
に
向
け
て
、
こ
の
新
し
い
概
念
に
基
づ
く
政

策
が
大
き
な
柱
の
ひ
と
つ
に
な
る
と
考
え
ま
す
。
日

本
各
地
で
も
取
り
組
み
が
始
ま
っ
て
い
ま
す
が
、
そ

の
劇
的
な
拡
大
の
た
め
に
、
こ
れ
を
政
策
と
し
て
実

現
・
推
進
す
る
政
党
が
必
要
で
す
。

「
節
電
所
」で
、

電
気
減
ら
し
て
豊
か
さ
増
す

︱
脱
原
発
に
向
け
た
発
想
の
転
換
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日本とドイツの年間電力消費量比較

日本とドイツの実質 GDP 変化率比較

電力消費と経済成長 
関係あるの !?

電力分散がポイント！ホントに

約 20 年で電力消費量が

日本は約30％UP
ドイツは約５％UP

約 20 年で実質 GDP が

日本は約16％UP
ドイツは約27％UP

デンマークの電力インフラの変遷図

デンマークエネルギー庁より

電力消費を減らしても、経済は活性化するし（ドイツ）
電力消費を増やしても、経済が停滞する国もある（日本）

デンマークは風力発電とコジェネ（電力と熱を共に
利用）の普及により、地域分散型の効率的な発電シ
ステムへ大転換。それは日本でも可能です。

世界のエネルギー事情

集積型コジェネ
小規模分散型コジェネ
風力発電
送電線（交流）
送電線（直流）

集権型（1985）

分散型（2009）

当面のプラン

中長期的プラン
◉電力・熱利用・輸送燃料を含む分散型エネルギーシステムへの転換に向けた基本計画の策定

◉地域分散型、市民参加型の再生可能エネルギーを加速度的に普及。固定価格買取制度（ＦＩ
Ｔ）導入後も、開発利用状況や市場の動向に応じてきめ細かな制度の見直し

◉各種電気機器の省エネ規制強化、行政・企業におけるエネルギー削減目標の設定

◉電力会社による電力市場の独占を解体、発電部門と小売部門は自由化し送配電部門は公的機
関が運用

中長期的な電力シフトイメージ

電
力
消
費
に
お
け
る
割
合

再生可能エネルギー再生可能エネルギー

石炭・石油火力石炭・石油火力

天然ガス火力天然ガス火力

省エネ・節電所省エネ・節電所
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原子力原子力

◉原発ゼロとし、火力発電における天然ガス火力（特にコンバインドサイクル発電）の稼働率
を向上させ、発電効率の改善や熱利用の義務づけ、コジェネ（電力と熱を同時に利用）など
分散型エネルギーシステムを推進

◉「節電所」「ネガワット」－産業部門における設備の効率化や廃熱回収の義務づけ、家庭
部門も含めた節電機器の普及、実効性のある需給調整料金制度の拡大など－により、無理
なく速やかに省エネを劇的に拡大

2050年には電力の効率利用と再生可能エネルギー
で電力需要の 100％をまかないます。

蛍光灯
LED＝ 原発13基分の節電!!
なんと

これだけ
で

の「エネルギーシフト」
アクションプラン

市民発


